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実施していても、イノベーションが実現していないというこ
とが生じ得る。

表やグラフ上の「イノベーション」＝調査票上の「イノベー
ション」ではない？
ところで、『オスロ・マニュアル』では、国際比較可能性
を確保するためにイノベーションやイノベーション活動の定
義が示されている。しかし「イノベーション」に対して回答
者ごとに異なる解釈であれば、同一国内であったとしてもそ
の精度は定性的に粗いものとなる。そこで、調査票の質問文
では、イノベーションという語を直接的には用いず、回答者
間で質問文に対する解釈のずれが生じないように工夫されて
いる（図表 1参照）。回答者にイノベーションという用語や
それが示す概念についての理解をできる限り要請しない。し
たがって、図や表の指標の名称としてイノベーションが用い
られていたとしても、そのことが即ち、回答者間によるイノ
ベーションについての理解の相違に起因するものであると短
絡的に考えてはならない。それでもなお、先導的な国々では、
回答者がイノベーション等についてどのように認知している
のかについて、インタビュー等を通じてエビデンスを収集・
分析している。

企業を単位として表示される指標に係る留意点
現行のイノベーション指標の中では、1企業を1単位とし

て取り扱い、企業数に基づく割合等として表示される多くの
指標についても留意が必要である8。というのも、企業の範疇
や産業構造が国ごとに異なり、また、1企業といってもその
規模は千差万別であるからである。ここで、企業規模につい
ては、統計では国際的には従業者数を用いることが一般的で
ある9。

企業の規模が大きいほど、その事業活動の範囲が広いこと
が容易に想定される。イノベーションの実現の当否を見てみ
ると、企業規模が大きいとイノベーション実現企業の割合は
高い傾向がある。他方、企業数では、規模の小さい企業が圧

出典：第4回「全国イノベーション調査」調査票、文部科学省科学技術・学術政策研究所。

図表1　調査票におけるイノベーションの実現の当否に関する質問文の例

データ源：OECD、OECD Innovation Indicators 2015
註：ほとんどの国について、参照期間は2010年‒2012年である

図表2　 プロダクト・イノベーション又はプロセス・イノベー
ション実現企業の割合
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倒的に多くなる。そのため、1企業を1単位とすると、その
全体は規模の小さい企業群の状況をかなり表していることと
なる（図表2参照）。それゆえ、たとえば、国全体の企業（た
とえば、従業者数 10人以上の企業）に占めるプロダクト・
イノベーション実現企業の割合が少ないからといって、その
国の経済全体においてイノベーションの果たす役割が小さい
とか劣っているという見方は適切ではない。

それでも、企業を単位とする表示には意味がある。我が国
におけるプロダクト及び／又はプロセス・イノベーション実
現企業の割合は26%（2009年度̶2011年度）である。こ
のことは、これらの企業が国全体においては相対的少数者で
あることを示唆している。行政において企業を対象とした施
策を実施する場合、この相対的少数者という点に留意しない
と、イノベーションの推進や環境整備に真に焦点を置いたも
のとはならないことも懸念される 10。

イノベーションに関する指標のより良い活用に向けて、測
定対象である国全体の企業のありようについて認識し、指標
の情報源となっている統計調査の調査方法論や調査票等を踏
まえて、指標が表す意味への理解を高める一助となるようで
あれば幸いである。

 1. 最新の統計調査は，2012年度 ‒2014 年度を参照期間としており，

その結果は，以下から利用可能である：文部科学省科学技術・学

術政策研究所 , 2016, 「第 4回全国イノベーション調査統計報告」, 

『NISTEP REPORT』, No.170, 東京：文部科学省科学技術・学術政

策研究所, doi: http://doi.org/10.15108/nr170.

 2. OECD and Eurostat, 2005, Oslo Manual: Guidelines for 

Collecting and Interpreting Innovation Data, third edition, 

Paris: OECD Publishing.

 3. ここでの「共同体」は，EUの前身であった「欧州共同体」を指す．

 4. EEA に係る法令上，各国は欧州委員会に対して所定の指標について

データを報告する義務を負っていることから，各国における統計調

査では，調査客体（企業）に報告義務を課しているところがほとん

どである．

 5. たとえば，ドイツでは，中核的な質問票等の策定やEEAに係る法令

上の観点から他国では 2年ごとに実施されている統計調査が，他国

とは異なり以前より独自に，毎年，そして調査客体を固定するパネ

ル調査として実施されるという特徴を有する．

 6. OECDにおいて，各国で実施された統計調査の結果を踏まえて，

イノベーションに関して，たとえば，以下の報告書で国際比較可

能な形で結果が公表されている：OECD, 2015, OECD Science, 

Technology and Industry Scoreboard 2015: Innovation for 

growth and society, Paris: OECD Publishing.

 7. 我が国においては，一般に “イノベーション”というと，新規性の度

合いが強いものが想起されやすいが，『オスロ・マニュアル』では，

新規性の程度については段階が設定されており，最低限度は，（すで

に他社により同種のプロダクトが市場に導入等をされていたとして

も）「自社にとって新しい」ものとされている．

 8. 研究開発へのインプットに関する測定の場合には，研究開発支出額

や研究開発従事者数といった，国全体について母集団推定された定

量的データであれば，国全体の状況を表すことができており，これ

とは異なっている．なお，イノベーション活動へのインプットにつ

いても，研究開発と同様に，イノベーション支出額を測定すること

が続けられてきている．

 9. 我が国では，企業規模を表すことの一つに，資本金額が用いられて

きているが，企業規模として資本金を捉えることは我が国固有のも

のであって，国際比較可能ではない．

10. プロダクト・イノベーション実現企業に絞れば，その中において

新規性の度合いの強い，市場にとって新しいプロダクト・イノベー

ション実現企業の割合は，他国と比較してさほど違いはない．この

ことは，我が国のプロダクト・イノベーション実現企業が，全体と

して他国に比して劣後しているわけではないことを示唆している．

データの読み方講座 04 イノベーション指標編

日本のイノベーション活動を把握するには？
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まず木村さんの専門、関心事についてお伺いします。
学生時代は、歴史学（英国近代史）をベースに、英国の映

画・テレビ産業をめぐる政策制度の歴史研究を行っていまし
た。この研究は、カルチュラルスタディーズとメディア産業
論（修士、博士）の観点から進めていましたが、ある時期か
ら、研究に使っていた資料の多くに、イノベーションという
言葉が多用されるようになりました。英国では、2005年頃
から芸術大学や芸術・人文学までが、イノベーションの実現
に貢献することを求められるようにもなっています。正直、
博士号を取得した後に、新しい分野に挑戦するとは思っても
いませんでしたが、これまでの議論をイノベーションの観点
で再考してみたいと考え、一から勉強を始めました。今から
四年ほど前の出来事です。

研究としては、これまで学んできたことのうち、なにが既
存のイノベーションの議論に貢献できるのか、ということを
整理しました。最近では、日本のイノベーションの議論でも、

アートやデザインという言葉が聞かれるようになりました。
しかし、アートやデザインの観点で行われた研究はほとんど
見当たりません。もちろん、「デザイン思考」（Brown 2009）
など、デザインの考え方を広く、わかりやすく、実践可能な
知識として共有されている方々はいます。しかし、わたしは、
アーティストやデザイナーの方々の競争と、彼らの競争資源
と言える、鍛えられた知覚に焦点を当てています。言葉で語
ることも、形式化することも、とても難しいのですが、知覚を
鍛えることは、科学者であれ、技術者であれ、経営者であれ、
誰にとっても大切なことだと思います。私自身が、事例で説
明するとわかった気になっても、実は理解できていないこと
が多くあるので、この研究では、できるだけ事例を使わずに、
「イメージ」、「知識」、「言語」の構造や機能についての理論を
組み合わせて説明するということにこだわってきました。

木村さんが SciREX 事業を通して行っている研究について聞
かせてください。
SciREX の研究として行なっているのは、デザインイノ

ベーションの研究と、地域イノベーションの研究です。

デザインイノベーションは、英国では、イノベーションに
貢献する芸術・人文学研究の重要なテーマの一つです。簡単
に説明すると、様々な学問分野の知識と、デザインスキルを
使って、社会的課題の解決を目指す実践的な領域です。こ
の春、グラスゴー美術学校（Glasgow School of Art）の
Institute of Design Innovation で、教育現場や修士の学生
の最終発表を視察させていただき、所属する研究者らと共同
研究に向けた打ち合わせも実施してきました。彼らは、ス
コットランドの企業や政府機関と組んで様々なプロジェクト
を実施しています。私の場合は、概念や理論の整理に時間が
かかりましたが、将来的には、このような実践的な研究も目
指しています。

地域イノベーションの研究は、九州大学の皆さんと一橋大
学の連携プロジェクトとして実施しています。事例研究は、
事例の見方次第で明らかにできることも変わってしまうの
で、私の場合は、昨年、北海道夕張市の事例を使って、まず、
見方を考えるという作業に時間をかけました。地方創生は、
日本全体の課題なので、ある一つの分野だけではなく、少な
くとも、私が知っている分野では矛盾が生じない見方を探し

イノベーションの議論を、
アートやデザインからみる面白さ

SciREXと研究者～政策と科学の繋ぎ手たち～

木村 めぐみ（きむら めぐみ）
2007 年慶應義塾大学文学部西洋史専攻卒業。2009年名古屋大学国際
言語文化研究科博士前期課程修了、2012年博士後期課程単位取得退
学、2013年博士号取得、一橋大学イノベーション研究センター特任助
手、2015年より特任講師。
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続けてきました。思っていた以上に、大変でした。もちろん、
一つの事例だけで見方を開発することもできないので、長野
県阿智村や、広島県の企業、宮城県松島町のケースプロジェ
クトの調査も進めています。

どういった問題関心で今回の研究を始められたのですか？
私が解決したい課題は、英国で「二つの文化」(C.P. Snow 

1959)という言葉で語られてきた、科学と技芸、芸術と技術、
経済と文化が分断された状態です。いくつかの分野で、同じ
テーマについての研究が行われても、その成果の内容が矛盾
している場合、混乱が生じます。知識は、「知る」という目的
のために創られるので、研究分野も、「知る」側の都合で分類
され、自動車や電気機器は理系、映画や音楽は文系というよ
うに分けられています。しかし、芸術の理論を使って自動車
の研究を行うこともできるはずですし、科学技術の進歩なし
に、映画や音楽について語ることはできません。私自身、映画
を創りたいという想いから研究を始めたこともあり、「知る」
ための分類は、実践の場に大きな損失を与えているのではな
いか、と考えています。この損失をいかにして解決するか。
私が研究を通して解決したい課題は、持っている知識の違い
によって、見方や考え方が異なるために生じる問題です。

デザイン、アートと政策って結びつかないんですが、どう
いった関係性があるのでしょうか？
「アート」という言葉を聞くと、絵画や音楽、写真や映画と
いった特定の何かが連想されることは多いと思います。そし
て、実際に、絵画や音楽、写真や映画についての知識には、分
野、時や場所を超えて普及するアイデアを開発するためのヒ
ントがたくさんあります。このヒントをわかりやすく共有で
きれば、政策形成にも貢献できることは多いと思います。な
ぜなら、本来、アートという言葉は、知識を活用した人の行
為と、その結果を意味する言葉として使われ始めたからです。

最後に、木村さんの考える「政策のための科学」とは？
これまで SciREX に関わる研究者や政策担当者の皆さんと

の交流から多くのことを学びました。同じ研究者、同じ科学
技術イノベーションというテーマでも、たくさんの見方があ
り、考え方があり、その違いと、その理由を考えながら、様々
なイベントに参加させていただいています。しかし、科学は、
通常は「知る」方法であり、政策は、創られるものです。今

後は、この溝を乗り越えるための知識や仕組みについての議
論も必要になっていくと思います。

SciREXと研究者～政策と科学の繋ぎ手たち～

イノベーションの議論を、アートやデザインからみる面白さ
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2016年度よりSciREX事業では、9つの重点課題を
設け、9つの研究プロジェクトを実施しています。 本
号では、重点課題の1つである「超スマート社会と科
学技術イノベーション政策」に関する 研究プロジェ
クトをご紹介します。

科学技術の倫理的・法的・社会的課題（ELSI）って？
超スマート社会などの新しい科学技術が社会に展開する

際、研究開発の早い段階から検討されるべき社会的課題が存
在しています。しかし、それらへの取組みは未だ不十分な状
況です。それは、政策立案や研究計画策定において、どのよ
うな社会的な課題や問題を検討対象とすべきなのか、誰をそ
の課題や問題に関係する専門家やステークホルダーとすべき
なのか、社会的な期待や懸念をどのように把握し、どのよう
なアプローチで議論や知見をまとめ、政策や研究計画に反映
させていけばよいのかが、意思決定者に共有されていないか
らと考えられます。

このプロジェクトでは、こうした現状を少しでも改善する
ために、社会的により望ましい科学技術の研究開発や関連政
策・法制度の実現を、倫理的・法的・社会的課題（ELSI）の観
点からサポートするための政策立案支援システム（ツール）
を開発し、政策実務者に届けたいと考えています。また、そ

のような政策立案支援システム（ツール）を用いた政策立案
ワークショップ等の開催を通して、関連する各省庁の政策実
務者同士や、政策実務者と研究者（とくにELSI専門家）間の
ネットワークを構築し強化することも目指しています。

なぜ、今、ELSIなのか
科学技術の社会的課題への取組みは、第5期科学技術基本
計画（平成28～32年度）では、「科学技術イノベーション
と社会との関係深化」として、科学技術イノベーションの推
進に当たり、社会の多様なステークホルダーとの対話と協働
に取り組み、倫理的・法的・社会的課題への対応などを実施
する、と述べられています。このプロジェクトでは、こうし
た取組みの一つとなるように、新しい科学技術の具体的事例
を取り上げながら、政策立案支援システム（ツール）を開発
していきたいと考えています。

研究のアプローチ
このプロジェクトで「政策立案支援システム（ツール）」と
呼んでいるものは、過去の科学技術の社会的課題に関する事
例の集積と分析、政策や研究の現場ニーズの探索的調査、そ
れらを踏まえた政策立案ワークショップの設計・開催・評
価、そしてこれらの学術的体系化、以上の繰り返しと積み重
ねによって得られたものを成果として取りまとめたもので
す。したがって、各政策立案ワークショップの参加者への配
布資料一式、あるいは、その政策立案ワークショップの開催
そのものが、その時点での政策立案支援システム（ツール）と
言えるかもしれません。こうした、いわば進化するアプロー
チでこのプロジェクトを進めています。

研究を進めていくにあたっては、文部科学省の企画評価課
政策科学推進室や人材政策課、科学技術振興機構（JST）、取
り上げる各事例の関連省庁担当部局の政策実務者、大学等研
究機関の研究者と、密接に連絡を取りながら協力をしながら
進めています。

これまでの成果
2016年度は、超スマート社会に関連した科学技術をテー

マとして、グループインタビューを通じた市民の期待・懸念
に関する探索的調査、SciREXオープンフォーラム（2017年1
月）におけるワークショップを通じた政策立案支援システム

政策立案支援システム（ツール）の一例

新しい科学技術の社会的課題検討の
ための政策立案支援システムの構築

SciREX　拠点間連携プロジェクト 2
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（ツール）の基本設計案に対する評価・再検討を行いました。

2017年度は、7月から9月にかけて宇宙政策をテーマとし
て、政策立案ワークショップ（第1回、第2回、研究評価会）
を開催しました。各回、宇宙政策に関わる政策実務者や多様
な分野の研究者、約30名にご参加いただき活発な議論をし
ていただきました。今後は、政策立案ワークショップ等で取
り上げた各事例の総合的比較分析を行いながら、政策立案支
援システム（ツール）の開発をさらに進めていく予定です。

プロジェクトのコンタクト先：stips-info@cscd.osaka-u.ac.jp

プロジェクトメンバー

大阪大学COデザインセンター教授

平川 秀幸（ひらかわ ひでゆき）

大阪大学COデザインセンター准教授

八木 絵香（やぎ えこう）

大阪大学COデザインセンター特任准教授

渡邉 浩崇（わたなべ ひろたか）

大阪大学COデザインセンター特任助教

工藤 充（くどう みつる）

大阪大学COデザインセンター特任助教

水町 衣里（みずまち えり）

大阪大学COデザインセンター特任助教

菅原 裕輝（すがわら ゆうき）

大阪大学データビリティフロンティア機構教授

岸本 充生（きしもと あつお）

京都大学学術情報メディアセンター教授

小山田 耕二（こやまだ こうじ）

九州大学科学技術イノベーション政策教育研究センター准教授

小林 俊哉（こばやし としや）

東京大学公共政策大学院教授

城山 英明（しろやま ひであき）

政策立案ワークショップ（宇宙）の開催風景

SciREX　拠点間連携プロジェクト 2

新しい科学技術の社会的課題検討のための
政策立案支援システムの構築
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